
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

静岡県土地利用基本計画（案）の概要 

  １ 土地利用基本計画の意義 

（１）県土利用の基本理念 

（２）県土利用の基本方針 

 ①土地需要の量的調整 

○「“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組」の推進等により高規格幹線道路のＩＣ等の周辺地域では、工業団地や職住近接の住宅地の整備のための土地需要が顕在化 

＜対応＞ 

・低・未利用地や空き家の既存ストックの有効活用を図りつつ、人口及び産業の動向、周辺の土地利用の状況、社会資本の整備状況その他の自然的・社会的条件等の土地の持つ適性、地域住民の意

向等地域の状況を踏まえ、県土の保全と安全性の確保、環境の保全への慎重な配慮の下で、計画的かつ適正な土地利用の転換を図る 

 ②県土利用の質的向上 

○人口減少の急激な進行の抑制や本県の活力の維持向上を図るには、南海トラフ巨大地震等による地震・津波災害から人命を守り、速やかに復旧・復興することができる県土の構築、本県の強みや

優位性を活用した経済の持続的な成長の確保、本県の誇る自然環境や美しさと品格を備えた景観の保全・創出が必要 

＜対応＞ 

・次の３つの取組により「美しく、強く、しなやかな“ふじのくに”」の実現を目指す 

●日本一の「安全・安心」を実現する県土利用 
 

・南海トラフ巨大地震等による地震・津波災害に備えた適正

な土地利用 

・復旧・復興の備えとしてのオープンスペースの確保 

・災害リスクの高い地域の土地利用の適切な制限や必要な対

策、都市機能を集約化する過程において安全な地域への土

地利用の誘導 

●将来に向け持続的成長を確保する県土利用 
 

・豊かな緑と美しい景観を備え、居住や都市機能の適切な配置・誘導に

よる、コンパクトなまちづくりの推進 

・低・未利用地等を有効活用した市街地の活性化と土地利用の効率化 

・交通ネットワークの結節点であるＩＣ等の周辺地域を新たにコンパク

トな拠点として産業の創出・集積等を促進 

・農用地等が有する多面的機能が発揮される適切な土地利用の促進

●憧れを呼ぶ美しさと品格を備えた県土利用 
 

・行政と県民が一体となった美しい田園風景等の景観の保全・創出や

個性ある農山漁村集落、美しいまちなみや都市空間の形成の促進 

・森・里・川・海のつながりによる生態系ネットワークの形成 

・本県が誇る世界クラスの資源の総合的な環境保全対策と自然景観を

楽しむ眺望の地の保全・活用 

○人口減少下において、これまでと同様な労力や費用を投下した県土の管理を行うことが困難 

＜対応＞ 

・自然との共生、防災・減災、持続可能な地域資源の提供の３つの施策推進による複合的な効果の発揮 

・所有者等による管理が困難な土地や所有者の所在の把握が難しい土地について新たな用途を見出すことや「所有から利用へ」の観点に立った方策等による最適な県土利用の選択 

・国土利用計画法及びこれらに関する土地利用関係法の適切な運用による適正な土地利用の確保 

・隣接県も含めた地域間の機能分担と交流・連携の促進による多層的な連携軸形成を通じた県土の均衡ある発展 

・県土の管理の一端を担う国民の参加による県土管理（県土の国民的経営）の促進 

 ③人口減少社会に適応した県土管理 

◆公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、本格的な人口減少社会の到来を踏まえ、地震や津波災害への対応をはじめとする安全・安心な県土の構築、新たな産業の創出・集積等による
持続的成長の確保、美しさと品格を備えた景観の形成に配意し、健康で文化的な生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図ることを基本理念として、総合的かつ計画的に県土を利用 

◆富国有徳の「美しい“ふじのくに”」をつくり、人々が人生の夢を実現し、幸せを実感できる地域づくりを進めている 

◆この実現に向け、土地需要の量的調整、県土利用の質的向上を推進し、持続的成長を確保しながら県土を荒廃させない人口減少社会に適応した県土の利用と管理を行う 

◆適正かつ合理的な土地利用を図るため、国土利用計画を基本として策定する計画    
◆都市計画法、農振法、森林法、自然公園法、自然環境保全法等に基づく諸計画に対する上位計画 

＜役割＞①行政部内の総合調整機能 ②規制の基準（土地取引は直接的に、開発行為は個別規制法を通じて間接的に役割を担う） 

  ２ 土地利用の基本方向 

資料１－２



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①都市地域 ②農業地域 ③森林地域 ④自然公園地域 ⑤自然保全地域 

・災害に強い安全な都市づくりや都市機能の誘

導・集約によるコンパクトな都市の形成を図

るため、市街化区域や用途地域における住宅

地や商工業用地の確保を基本とし、それ以外

の地域での都市的土地利用は極力抑制 

 

＜市街化区域＞ 

・水辺や樹林地、都市農地の積極的な保全と、

低・未利用地を緑地や市民農園等として有効

利用 

・公共交通網の再編やコンパクトなまちづくり

と一体となった道路等の整備を推進し、安全

性、利便性、低炭素型社会の実現に配慮した

市街地の形成 

 

＜市街化調整区域・その他＞ 

・良好な自然環境や優良な農林地の保全等に努

め、拡散的な都市的土地利用を抑制 

・ただし、ＩＣの整備など社会経済情勢の変化

に伴う土地需要の増加を考慮し、防災・減災

と地域成長を両立する地域づくり等のため

の土地利用が必要な場合、計画的な土地利用

を確保 

・人口減少等による社会経済状況の変化を踏ま

え、必要に応じて都市計画を見直し 

・農産物の安定供給や県土の保全、水源涵養

といった農用地の多面的機能を発揮させ

るため、農地中間管理機構等の活用による

担い手への農用地の集積・集約、荒廃農地

の発生抑制と解消による農用地の保全と

有効利用を促進 

 

＜農用地区域＞ 

・農業上の利用を確保すべき優良な農用地の

転用は抑制 

・ただし、防災・減災と地域成長を両立する

地域づくり等のため農用地区域の土地を

他用途に供する場合、農振法の規定に従

い、農用地区域から除外。その際、それぞ

れの農用地が担う特性（生産性の高い農

地、小規模な農地など）に配慮した適切な

土地利用の誘導 

 

＜農用地区域以外＞ 

・農業生産力の高い農用地の転用は原則抑制

し、極力農用地区域へ編入 

 

＜再生利用困難な荒廃農地＞ 

・森林等への転換など地域の実情に応じた土

地利用を促進 

・林産物の供給や県土の保全などの森林が有

する多面的機能を発揮させるため、豊富な

森林資源の循環利用の促進や多様な主体の

参画による荒廃森林の再生により森林を計

画的に確保 

 

＜保安林＞ 

・適正な配備や管理を行うとともに原則とし

て転用は行わない 

 

＜保安林以外＞ 

・林地の保全に特に留意すべき森林は、極力

他用途への転用を避ける 

・ただし、ＩＣの整備など社会経済情勢の変

化に伴う土地需要の増加を考慮し、防災・

減災と地域成長を両立する地域づくり等の

ため森林を他用途へ転用する場合には、防

災面等への配慮と周辺土地利用との調整を

十分に行い、多面的機能の維持・保全に努

める 

 

＜森林化した荒廃農地＞ 

・既に森林化した荒廃農地で森林として管理

することが適当なものは、森林地域へ変更

し、適正な土地利用を図る 

・県民の保健、休養及び教化に

資するとともに、生物の多様

性の確保に寄与することか

ら、優れた自然や生態系の保

護を図り、自然と親しむ場と

して適正な利用を促進 

 

＜特別保護地区＞ 

・景観の厳正な維持を図る 

 

＜特別地域＞ 

・都市的土地利用、農業的土地

利用を行うための開発行為は

極力避ける 

 

＜その他＞ 

・都市的土地利用又は農業的土

地利用を行うための大規模な

開発、風景地の保護に支障を

きたすおそれのある土地利用

は極力避ける 

 

・健康で文化的な生活に欠く

ことのできないという良好

な自然環境の恵沢を広く県

民が享受し、次世代にも継

承できるよう積極的に保全

 

＜原生自然環境保全地域＞ 

・自然環境が人の活動によっ

て影響を受けることなく原

生の状態で維持されるよう

自然の推移にゆだねる 

 

＜特別地区＞ 

・特定の自然環境の状況に応

じて適正に保全 

 

＜その他＞ 

・原則として土地の利用目的

を変更しない 

 

 

 

 

（３）県土の地域別の基本方針 

 ①沿岸・都市部 

・防災施設を効果的に配置し、都市の利便性を失うことなく安全性を高めるとともに、歴史や伝統

文化の保全、市街地や産業地における良好な景観の確保に配慮しつつ、災害の危険性の少ない

低・未利用地等を活用した住宅地の整備や緑地空間の創出、各種都市機能の誘導・集約など計画

的な土地利用により、都市の再生を促進 

「沿岸・都市部」 

＜南海トラフ巨大地震に伴う津波被害が想定される沿岸地域＞ 

①都市地域の市街化区域・用途地域、②都市的土地利用がされている地域 

＜沿岸地域の隣接部＞ 

 ③都市地域と農業地域又は森林地域が重複する地域のうち、津波等の災害リスクを回避するため、

都市的土地利用の需要増が見込まれる一定地域 

 ②内陸・高台部 

・産業や生活の基盤整備に当たっては、新たにコンパクトな拠点として計画的な配置に努め、農村

や森林等の環境の保全や資源の活用、建築物の高さ制限や屋外広告物の規制・誘導等を通じた景

観の形成・保全にも配慮し、自然と調和した県土づくりを推進 

「内陸・高台部」 

＜津波の心配のない災害リスクが低い地域＞ 

①都市地域の市街化区域・用途地域 

②都市地域と農業地域又は森林地域が重複する地域のうち、高規格幹線道路の IC 周辺等の都市的

土地利用の需要増が見込まれる一定地域 

 

（４）土地利用の原則 

静岡県土地利用基本計画（案）の概要 

◆五地域区分ごとの土地利用の原則に従い、自然環境や農林地の保全、美しい景観の形成に配慮しつつ、適正な土地利用を実施 
◆併せて、地理的な広がりや連続性を持つ広域景観の保全・形成にも十分に配慮 



 

 

 

 

 

対象となる五地域の重複

の組合せ 

特に土地利用の調整が必要

と認められる地域 
土地利用調整上留意すべき基本的事項 

都市地域と農業地域又は

森林地域 

ふじのくにフロンティア推

進区域※ 

「“ふじのくに”のフロンティアを拓く取

組」の基本理念を踏まえ、自然環境や景観、

農林業的土地利用に配慮しつつ、豊かな暮

らしの実現に係る土地利用転換を計画的

に誘導し、自然と都市機能が調和する魅力

ある地域づくりを推進する。土地利用転換

に際しては、個別規制法との整合を図りな

がら、確実性や実効性に留意し、円滑かつ

迅速な実施を図る。 

― 

大規模太陽光発電施設等の

再生可能エネルギー関連施

設の設置地域 

大規模な土地利用転換を図る場合には、開

発に伴う影響が広範囲に及ぶことを考慮

し、周辺の土地利用状況や自然環境・景観

への影響、防災対策、撤退時の対応、地域

住民等への説明の実施などに十分に配慮

して、関係法令や条例等に基づき適正な土

地利用を図る。 

  ３ 五地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方針 

（１）土地利用の優先順位及び誘導の方向 （２）特に土地利用の調整が必要と認められる地域の土地利用調整上留意すべき基本的事項

静岡県土地利用基本計画（案）の概要 

◆都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域又は自然保全地域のうち２地域が重複して
いる地域においては、次に掲げる調整指導方針に即し、３以上の地域が重複する地域にお
いては、次に掲げる調整指導方針におけるそれぞれの関係からみた優先順位、指導の方向
を考慮して、適正かつ合理的な土地利用を図る 

※ふじのくにフロンティア推進区域とは、ふじのくにフロンティア推進区域設置要綱に基づき、市町の申請を受け知事

が指定した「県指定区域」及び総合特別区域法の規定に基づく指定申請に掲げた事業に係る区域のうち、市町の申請

に基づき県が指定した「総合特別区域」をいう 【凡例】

× 制度上又は実態上、一部の例外を除いて重複のないもの

← 相互に重複している場合は、矢印方向の土地利用を優先する

○ 相互に重複している場合は、両地域が両立するよう、調整を図る

①

② 都市的な利用を優先するが、緑地としての森林の保全に努める

③

④ 原則として農用地の利用を優先するものとするが、農業上の利用との調整を図りながら森林としての利用を認める

⑤ 森林としての利用を優先するものとするが、森林としての利用との調整を図りながら農業上の利用を認める

⑥ 自然公園としての機能を維持するよう調整を図りながら都市的な利用を図る

⑦ 自然公園が持つ機能に留意しつつ、自然公園としての保護及び利用との調整を図りながら都市的な利用を認める

⑧ 自然保全地域が持つ機能に留意しつつ、自然保全地域としての保護との調整を図りながら都市的な利用を認める

原則として農用地としての利用を優先するが、土地利用の現況に留意しつつ、農業上の利用との調整を図りながら都
市的な利用を認める

原則として森林の利用を優先するが、森林としての利用の現況に留意しつつ、森林としての利用との調整を図りなが
ら都市的な利用を認める

× ← ←

× ① ①

× ← ← × ←

② ③ ③ ④ ⑤

× ← ← ← ← ○ ○

⑥ ⑦ ⑦ ○ ○ ○ ○

× × × × × × ← × ×

× ← ← ← ← ○ ○ × ×

× ⑧ ⑧ ○ ○ ○ ○ × ×
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